
物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理
由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

H22年度沖縄科学技術・研究交流ｾﾝﾀｰ賃貸
借

（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
財団法人　沖縄科学技術振興センター
沖縄県那覇市旭町１番地

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
研究実施場所の賃貸借契約であり、当該賃貸借物件で
なければ研究目的を達成できないため

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

48,181,124 -

H22年度沖縄県健康バイオテクノロジーセ
ンター賃貸借

（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
沖縄県　新産業振興課
沖縄県うるま市州崎12-22

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
研究実施場所の賃貸借契約であり、当該賃貸借物件で
なければ研究目的を達成できないため

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

1,160,805 -

H22年度沖縄県健康バイオテクノロジーセ
ンター研究室賃貸借

（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
沖縄県　新産業振興課
沖縄県うるま市州崎12-22

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
研究実施場所の賃貸借契約であり、当該賃貸借物件で
なければ研究目的を達成できないため

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

6,048,000 -

H22年度沖縄県工業技術センター賃貸借
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
沖縄県　工業技術センター
沖縄県うるま市州崎12-2

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
研究実施場所の賃貸借契約であり、当該賃貸借物件で
なければ研究目的を達成できないため

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

8,773,028 -

図書(電子ｼﾞｬｰﾅﾙ:ｴﾙｾﾞﾋﾞｱScienceDirect)
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
Elsevier B.V.
1043NX Amsterdam, Netherlands

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
当該電子書籍はオランダ・エルゼビア・ビー・ブイ社
のみから提供されているため

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

29,153,087 -

業務車両の賃貸借（プリウス）
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
株式会社琉球リース
沖縄県那覇市久茂地1丁目7番1号

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
前年度まで契約していたリース契約の再リース契約

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

803,880 -

税務相談費用
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
税理士法人プライスウォーターハウス
クーパース
東京都千代田区霞ヶ関3丁目2-5

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
同法人は、日本における外国人に係る税務に精通し、
着実な業務の遂行が認められることから随意契約を
行ったものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

1,144,395 -

弁護士報酬（人事に関する法的助言）
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

平成22年4月1日
長島・大野・常松法律事務所
東京都千代田区紀尾井町3-12

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
同事務所は、人事・労務に係る諸問題に精通し、着実
な業務の遂行が認められることから随意契約を行った
ものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

3,738,180 -

ERP先行検討課題解決支援業務
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919-1

平成22年5月10日
株式会社ビジネスブレイン太田昭和
東京都港区南麻布2-12-3

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
前年度に企画競争方式により業者選定された契約と密
接に関連する業務であるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

19,845,000 -

大型計算機システムの賃借
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919-1

平成22年5月12日
国立大学法人京都大学　学術情報メディ
アセンター
京都府左京区吉田本町

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
機構の研究目的を達成することが可能なのは、同大学
所在の大型電子計算機のみであるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

2,000,000 -

ボストンキャリアフォーラムへの出展
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919-1

平成22年9月1日
株式会社ディスコ
東京都文京区後楽2-15-1

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
機構が求める人材採用のための同種同質のサービスが
他にないため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

3,675,000 -

官報公告掲載料
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919-1

平成22年9月21日
沖縄県官報販売所
沖縄県那覇市久茂地1丁目1番1号

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
当該地域で唯一の供給者であるため

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

1,294,380 -

沖縄科学技術大学院大学新財務会計シス
テム導入支援および連携システム調達支
援

（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919-1

平成22年12月1日
株式会社ビジネスブレイン太田昭和
東京都港区南麻布2-12-3

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
前年度に企画競争方式により業者選定された契約と密
接に関連する業務であるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

2,730,000 -

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
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物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理
由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

特許移転経費
（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919-1

平成22年12月13日
Sidec Technologies AB
Fogdevreten 2A Stockholm 171 77
Sweden

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
特許権を機構へ移転するための費用の一部を負担する
契約であり、移転元と契約する他ないため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

2,287,981 -

IEEE All-Society Periodicals
Package(ASPP) Online の購読

（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長　シドニー・ブレナー
沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919-1

平成23年1月1日
丸善株式会社沖縄出張所
沖縄県那覇市泉崎1丁目12番7号

会計規定第17条
契約事務取扱規則第31条第1項第1号
当該電子書籍は丸善株式会社のみから提供されている
ため

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せるおそれがある
ため公表しない

4,812,500 -

（注）１．公表対象契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額

         を記載する。

　　　２．予定価格、契約金額については、消費税込みとする。

　　　３．予定価格：公表したとしても、他の契約の予定価格を類推されるおそれがないと認められるもの又は国の事務又は事業に支障を生じるおそれがないと認められるものに限る。

　　　　（公共調達の適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）３．（1）の⑦より）
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